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目的：高齢化の進行とともに、認知症の社会的影響は拡大しており、早期からの働きかけが求められてい
る。地域でより早期に支援していくために、既存の保健事業に参加する地域在住高齢者の認知機能の実態
とその関連要因について検討を行った。
方法：公民館巡回型の健康づくり事業に参加した６５歳以上の高齢者２１６名を対象に、基本属性、認知症ス
クリーニング検査（RDST-J）、老研式活動能力指標、歩行速度を測定した。
結果：対象者は男性４６人、女性１７０人で、平均年齢（標準偏差）は７５．３（±６．０）歳であった。RDST-Jの
平均得点は８．６（±２．７）点であり、RDST-Jが７点以下で認知機能の低下が疑われる者は５５人（２５．５％）
であった。RDST-Jの得点が７点以下の者の割合が有意に高かった項目は、高年齢（７５歳以上）（ｐ＜
０．００１）、教育歴が短い（１０年未満）（ｐ＜０．０５）、通常歩行速度が遅い（１０７．１cm/s未満）（ｐ＜０．０１）、
老研式活動能力指標の総得点が１３点未満（ｐ＜０．０５）、老研式活動能力指標の知的能動性が４点未満（ｐ
＜０．０１）であった。ロジスティック回帰分析の結果、年齢（ｐ＜０．００１）と性（ｐ＜０．０５）、知的能動性
（ｐ＜０．０５）がRDST-Jと関連を認めた。
結論：比較的自立度の高い高齢者においても、２５．５％の者に認知機能の低下が疑われ、とくに年齢が高く、
男性で、活動能力のうち知的能動性が低いことが、認知機能低下と関連する可能性が示唆された。今後、
RDST-Jなどの指標と共に老健式活動能力指標などを用いて高齢者の状態を確認し、早期から認知症予防
を意識した支援を行う必要性が示唆された。

Key words：地域在住高齢者（community-dwelling elderly）、認知機能（cognitive function）、老研式活動
能力指標（Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology Index of Competence）

Ⅰ．は じ め に 

　認知症は慢性的、進行的に記憶や思考、理解能力に
障害を来たす高次脳機能障害であり、高齢期の主要な

疾患である。また、生活活動能力の低下を引き起こす
ため要介護の原因となっており、高齢化の進行ととも
にその社会的影響は拡大している1)。
　しかし、認知症では徐々に認知機能の低下が出現す
るため、正常とはいえないが認知症とも診断しえない
状態（軽度認知機能障害Mild Cognitive Impairment：（２０１０年６月１５日受付、２０１１年３月１日受理）
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以下MCI）があり、早期診断は容易ではない。先行
研究によれば、６０歳以上の住民（平均年齢７５歳）の
１７％がMCIに該当し、２年間の追跡研究で１３％が認
知症に進行したという。現在、アルツハイマー型認知
症の治療薬の予防的服用の効果が報告されるように
なってきたことから、今後はさらにMCIの状態にあ
る者を効果的に把握し早期から対処していくことが重
要である2)。
　そのような中、平成１８年に介護保険法の一部が改正
され、市町村が実施主体となり介護予防事業として認
知症予防が開始されている3)。しかし、現在行われて
いる特定高齢者に対する認知症予防はMCIに焦点を
絞ったものではなく、基本チェックリストによるスク
リーニングも認知症に特化したものでないために
MCIからの認知症予防に効果的なものとは言えない。
　現在、認知症をスクリーニングする尺度としては、
Mini-Mental State Examination（以下 MMSE）など
が一般的である。しかし、MMSEは現場での利用は
限られており、理由として検査に時間がかかることや、
検査への抵抗感から被検査者の受け入れが良くないな
どの理由が考えられる。また MMSEは MCIの健常
高齢者からの鑑別力の点で限界があると指摘されてい
る4)5)。
　認知症スクリーニング検査 Rapid Dementia 
Screening Test（以下RDST）は言語流暢性検査と数
字変換課題からなり、施行および採点時間が短いこと
や特別な用具や技術を必要としないことから非専門家
にもなじみやすく、また日常生活場面に近い課題であ
ることから被検査者からの受け入れがよいこと、
MMSEと全体の有効度がほぼ同等で両検査の相関は
０．７以上と結果に矛盾が少ないことなどから優れた認
知症スクリーニング検査であり6,7)、酒井らの先行研
究6)では日本語版（RDST-J）の有用性が明らかにさ
れている。
　そこで本研究では、RDST-Jおよび日常生活機能の
指標である老研式活動能力指標8)を用いて保健事業参
加者の認知機能の実態とその関連要因を明らかにする
ことで、市町村が認知症予防として早期支援を行う方
法を検討する上での基礎資料とすることを目的とした。

Ⅱ．方　　　法

A　対　　象

　２００８年１０月から翌年３月に長野県のＡ市（人口約２２
万８千人：平成２０年１０月現在）のＢ地区で調査を行っ

た。Ｂ地区は山間に位置し、人口は５，６３６人、高齢化
率は３３．９１％である（平成２０年１０月１日現在）。
　調査の対象としたのは、Ａ市Ｂ地区で実施されてい
る公民館巡回型の健康づくり事業に参加した２９６人の
うち、６５歳以上の高齢者２２１人である。この健康づく
り事業は主に一般高齢者を対象としており、広報紙で
参加者を募り、公民館を巡回する形で、認知機能と身
体機能の評価、保健指導、茶話会を行うものである。
公民館は約３０～２００世帯からなる町会単位で徒歩圏に
設置されており、対象者には独力で公民館まで参集し
ていただいた。
B　倫理的手続き

　本調査は信州大学医学部倫理委員会の承認を得て実
施した。また、対象者に研究目的と測定の方法、情報
の用途、調査に伴い事故が発生した場合の対応、調査
結果は個人名が特定できないようID化し厳重に保管
すること、調査への参加や途中棄権は自由である旨を
文書と口頭で説明し、文書による同意を得た。
C　調査方法

　基本属性の年齢、性別、教育歴については自記式質
問紙を用いてたずね、回答がなされていない項目につ
いては、問診で確認を行った。このうち教育歴につい
ては、高知医科大学老年病科グループが作成した社会
的背景とライフスタイルの評価基準を用いて「大学卒
業相当」「高等学校卒業相当」「中学校卒業相当」「そ
の他」のうちから選択するよう求めた9)。
　老研式活動能力指標は「手段的自立」、「知的能動
性」、「社会的役割」の３つの下位尺度からなる１３の質
問項目から構成され、ADLの測定だけでは捉えられ
ない生活機能を評価するものである。回答を「はい」
（１点）、「いいえ」（０点）として下位尺度ごとの合計
点と総得点を算出した。
　RDST-Jは数字変換課題が４点満点、言語流暢性課
題が８点満点で合計１２点満点である。数字変換課題は、
３桁と４桁の２つの数字をアラビア数字から漢数字に
変換するものと、漢数字をアラビア数字に変換するも
のの計４題から構成されており（例：六百八十一を
６８１に変換、５０５０を五千五十に変換）、失語症や認知症
において障害が認められると報告されている6,10)。また、
言語流暢性課題はスーパーマーケット課題と呼ばれ、
１分間の制限時間内に「スーパーマーケットで買える
もの」という条件を満たす語をできるだけ多く答える
というものである。１４語以上が８点、１１語以上が６点、
８語以上が４点、５語以上が２点、そして４語以下が
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０点とされており、注意、作業記憶、認知的柔軟性、
問題解決能力、意味記憶、言語能力などさまざまな認
知的領域と関連するため認知障害への感度は非常に高
く、軽度認知症やMCIのスクリーニングに優れてい
ることが報告されている6,11)。RDST-Jの得点について
は、本研究では先行研究6)に従い、７点以下を認知機
能が低下しているとした。
　通常歩行速度は、シート式下肢加重計ウォーク
Way（MG１０００、アニマ株式会社）を用いて測定した。
開始位置から５ｍの直線距離を設け、３ｍの位置から
５枚の圧力センサー付きシート２．４ｍを配置した。通
常の速度で歩行を３回行い、平均一歩幅（左右）、平
均歩行速度（cm/秒）、一歩幅変動係数（左右）など

の歩行指標をシートに連結しているパーソナルコン
ピューターの専用解析ソフトにて算出した。また、歩
行速度の違いによる認知機能の差を明らかにするため、
５０％タイル値（１０７．１cm/s）で２群化した。
　老研式活動能力指標は高齢者自身の記入回答により
情報を集めた。事前にトレーニングを受けた調査員１
～２名が不明部分についての説明を行い、未回答項目
については直接問診を行った。他の項目はトレーニン
グを受けた調査員がマニュアルに沿って個別に面接聴
取、計測した。
D　解析方法

　同意を得られた高齢者２２１名のうち、RDST-Jのす
べての課題について結果の得られた２１６名を分析対象

表１　基本属性

SD
Mean

（range）
（％）ｎ指標

６．０　７５．３（４６．３）１００６５－７４歳年齢
（６５　９１）（５３．７）１１６７５歳以上

（２１．３）　４６男性別
（７８．７）１７０女

（１３．４）　２９その他（高等小学校など）教育歴
（４２．１）　９１中学卒業相当
（４０．７）　８８高校卒業相当
（３．２）　７大学卒業相当
（０．５）　１不明

表２　RDST-J得点と老研式活動能力指標、通常歩行速度

SD
Mean

（range）
（％）ｎ指標

（２５．５）　５５７点以下

RDST-J
（７４．５）１６１８点以上

　２．７
８．６　

（０　１２）
２１６総得点

　０．７
４．８　

（０　５）
２１３手段的自立

老
研
式
活
動
能
指
標

　０．５
３．８　

（１　４）
２１３知的能動性

　０．７
３．６　

（０　４）
２１１社会的役割

　１．５
１２．２　

（２　１３）
２０９総得点

２１．０
１０３．４　　　

（２２．１　１５９．３）
２０７通常歩行速度（cm/s）

※各項目で欠損値がある場合は、ｎが２１６に満たない
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表３　基本属性とRDST-J得点、老研式活動能力指標、通常歩行速度の相関

通常歩行速度老研式活動能力指標RDST-J教育歴

－０．４４９＊＊－０．２８４＊＊－０．５５５＊＊－０．３５７＊＊相関係数
年齢

２０７　　２０９　　２１６　　２１５　　ｎ

０．３１０＊＊０．２３３＊＊０．２６５＊＊１．０００　　相関係数
教育歴

２０６　　２０８　　２１５　　２１５　　ｎ

０．３２８＊＊０．３２３＊＊１．０００　　相関係数
RDST-J

２０５　　２０６　　２１３　　ｎ

０．２７９＊＊１．０００　　相関係数
老研式活動能力指標

２０１　　２０９　　ｎ
＊＊：ｐ＜０．０１
※各項目間で欠損値がある場合は、ｎが２１６に満たない

表４　基本属性、老研式活動能力指標とRDST-J得点の関連

性別年齢

女性男性７５歳以上６５～７４歳

ｐ（％）ｎ（％）ｎｐ（％）ｎ（％）ｎ

０．１２７
（２２．９）３９（３４．８）１６

０．０００
（３８．８）４５（１０．０）１０RDST-J７点以下

（７７．１）１３１（６５．２）３０（６１．２）７１（９０．０）９０RDST-J８点以上

通常歩行速度教育歴

ｐ１０７．１cm/s以上１０７．１cm/s未満１０年以上１０年未満

ｐ（％）ｎ（％）ｎｐ（％）ｎ（％）ｎ

０．００３
（１２．５）１０（３０．７）３９

０．０２７
（１７．９）１７（３１．７）３８RDST-J７点以下

（８７．５）７０（６９．３）８８（８２．１）７８（６８．３）８２RDST-J８点以上

χ2検定

知的能動性手段的自立

４点４未満５点５未満

ｐ＊（％）ｎ（％）ｎｐ＊（％）ｎ（％）ｎ

０．００３
（１８．８）３２（５３．５）２３

０．０６９
（２２．５）４３（５０．０）１１RDST-J７点以下

（８１．２）１３８（４６．５）２０（７７．５）１４８（５０．０）１１RDST-J８点以上

総得点社会的役割

１３点１３未満４点４未満

ｐ＊（％）ｎ（％）ｎｐ＊（％）ｎ（％）ｎ

０．０２７
（１７．６）２３（３９．７）３１

０．０７９
（２１．７）３５（４０．０）２０RDST-J７点以下

（８２．４）１０８（６０．３）４７（７８．３）１２６（６０．０）３０RDST-J８点以上
＊Mantel-Haenszel法による（年齢階級と教育歴による偏りを補正）
※各項目間で欠損値がある場合は、合計が２１６に満たない

者とした。次に、調査項目についてそれぞれの数値の
分布を確認した上で、２変量の関連性の検討には
Spearman順位相関分析を行った。また、２群間の比

率の検討にはχ2検定、認知機能関連要因に関する比
率の検定は Mante1-Haensze1法により、年齢階級
（６５歳～７４歳、７５歳以上）と教育歴（１０年未満、１０年
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以上）を補正して行った。また、認知機能に関連する
因子を検討するため、従属変数をRDST-J、独立変数
を年齢、性別、教育歴、通常歩行速度と手段的自立、
知的能動性、社会的役割の７項目としたロジスティッ
ク回帰分析を行った。統計解析には SPSS for 
Windows 14.0Jを用いた。

Ⅲ．結　　　果

A　基本統計量

　６５歳以上の健康づくり事業の参加者中同意の得られ
た２２１名のうち５名が分析対象から除外された。その
理由は歩行時の痛み、心身機能を評価されることへの
抵抗感、他の用事を理由による途中棄権であった。
　分析対象者の基本属性について表１に示した。また
RDST-J、老研式活動能力指標および歩行速度の基本
統計量について表２に示した。平均年齢（±標準偏
差）は７５．３（±６．０）歳であった。また、性別では男
性４６人（２１．３％）、女性１７０人（７８．７％）と女性が多
かった。教育歴は中学卒業相当者が最も多く９１人
（４２．３％）で あ っ た。 RDST-Jの 得 点 は 平 均８．６
（±２．７）点であり、RDST-Jが７点以下で認知機能
の低下が疑われる者は５５人（２５．５％）であった。
B　RDST-Jの得点と各変数との関連

　次に基本属性とRDST-J得点、老研式活動能力指標、
通常歩行速度の関連性について示した（表３）。
　RDST-Jの得点は年齢と負の相関が見られ、教育歴、
老健式活動能力指標、歩行速度と正の相関が見られた
（ｐ＜０．０１）。
　また、年齢や性別、教育歴、通常歩行速度、老研式
活動能力指標の下位尺度毎の得点の違いによる
RDST-J得点の比較について示した（表４）。RDST-J

得点が７点以下の割合が有意に高かった項目は、高年
齢（７５歳以上）（ｐ＜０．００１）、教育歴が短い（１０年未
満）（ｐ＜０．０５）、通常歩行速度が遅い（１０７．１cm/s
未満）（ｐ＜０．０１）、老研式活動能力指標の総得点が１３
点未満（ｐ＜０．０５）、知的能動性が４点未満（ｐ＜
０．０１）であった。
C　RDST-Jに関連する因子

　ロジスティック回帰分析により、年齢（ｐ＜０．００１）
と性（ｐ＜０．０５）、知的能動性（ｐ＜０．０５）が関連を
示した（表５）。オッズ比と９５％信頼区間は、それぞ
れ６．２８（２．５１１－１５．７０７）、０．３３（０．１３８－０．８０３）、
０．４０（０．１５８－０．９７１）で あ っ た。 Hosmer と
Lemeshowの適合度検定ではχ2値は１０．２７８（ｐ＝
０．２４６）と求めた回帰モデルはデータに適合していた。

Ⅳ．考　　　察

A　対象者の特性

　本研究はＢ地区の保健事業に自発的に参加した６５歳
以上の高齢者２２１名を対象としており、Ｂ地区高齢者
人口の約１２％にあたった。吉田らは保健事業に参加し
ない高齢者の特徴として、男女による違いはあるもの
の身体機能が低く、老研式活動能力指標や認知機能得
点が低いこと、独居であることやグループ活動への参
加経験がないことなどを挙げている12)。本研究の対象
者は地域在住高齢者の中でも公民館まで徒歩または車
などを利用して参集できる程度の身体機能を持ち、ま
た健康づくりに関心があるなど知的能動性が比較的高
い人々であると言える。
B　RDST-Jの実施について

　RDST-Jを実施するにあたり、先行研究6)同様に５
名を除くほとんどの参加者が抵抗なく検査を受け入れ

表５　RDST-Jを従属変数としたロジスティック回帰分析の結果

ｐ９５％信頼区間オッズ比　　β項目

０．０００２．５１１　１５．７０７６．２８１．８３７（１：７５歳以上／０：６５～７４歳）年齢
０．０１４０．１３８　０．８０３　０．３３－１．０９９（１：女性／０：男性）性別
０．３３７０．３１１　１．４９１　０．６８－０．３８４（１：１０年以上／０：１０年未満）教育歴
０．１０４０．２１０　１．１５７　０．４９－０．７０８（１：１０７．１cm/s以上／０：１０７．１cm/s未満）通常歩行速度
０．３７１０．１７５　１．９１７　０．５８－０．５４６（１：５点／０：５点未満）手段的自立
０．０４３０．１５８　０．９７１　０．４０－０．９３６（１：４点／０：４点未満）知的能動性
１．００００．４０４　２．４７５　１．０００．０００（１：４点／０：４点未満）社会的役割

HosmerとLemeshowの検定　　χ2＝１０．２７８　　ｐ＝０．２４６

強制投入法
従属変数：RDST-J（１：７点以下／０：８点以上）
投入変数：年齢，性別、教育歴、通常歩行速度、老研式活動能力指標（手段的自立、知的能動性、社会的役割） 
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実施することができた。これは質問が日常生活に近い
内容であり、「検査をされている」という感覚をあま
り感じさせなかったためであろう。
　RDST-Jの結果において、２５．５％の者に認知機能の
低下が疑われたことは、今回の対象者が主体的に保健
事業に申し込み、独力で会場まで来られる比較的自立
度の高い高齢者であることを考慮すると、日常生活機
能の高い者の中にも相当数の認知症予備軍が存在して
いることを示しているものと考えられる。
C　認知機能と関連する要因について

　認知機能と関連する要因のうち年齢については、加
齢に伴う認知機能の低下を反映していると考えられた。
また教育歴については、先行研究6)同様に漢字や数字
に対するなじみの程度との関連や、健康学習への関心
の高さによる予防行動の違いが関連していると推察さ
れた。また今回二変量解析ではRDST-Jと通常歩行速
度に相関が見られたが、多変量解析ではRDST-Jと通
常歩行速度との関連はなかった。しかし高齢期の歩行
速度低下原因のひとつとして、前頭前皮質の実行機能
や海馬の空間認識機能など脳機能の低下があり、認知
機能の低下やMCIを予測するとも報告されている13,14)。
従って歩行速度の低下が認知機能に関連している可能
性が考えられる。
　ロジスティック回帰分析の結果では、年齢と性、知
的能動性が有意に関連していた。年齢が高いと認知機
能が低下することが示唆された。Hultchら15)の報告
では、前期高齢者と比較して後期高齢者では認知機能
の低下がより急峻になることが示されており、先行研
究結果と一致するものである。また性差については、
男性に比べ女性が認知機能低下の相対リスクが低いと
いった先行研究と同様の結果が得られたと考えられ
る16)。知的能動性が４点未満である者に認知機能の低
下が疑われたが、藤原らは、加齢にともなう生活機能
の低下について追跡研究を行い、一般の地域在住高齢
者では、社会的役割あるいは知的能動性→電話や洗濯、
買い物などの手段的日常動作→基本的日常生活動作
（ADL）の順で生活機能の低下を認めると報告してい
る17)。また、山本らも18)、軽度要介護と認定された高
齢女性と老研式活動能力指標との関連について検討し
ており、認知機能低下群では認知機能保持群と比較し
て手段的自立に関する項目では有意差はないものの、
知的能動性や社会的自立に関わる項目で機能低下がみ
られたと述べており、本研究でも同様の結果が得られ
たと考えられる。新開は社会的役割あるいは知的能動

性の低下を認めてからADLの障害を認めるには、平
均で１０年程度のタイムラグがありその間に介入の余地
は十分にあると述べている19)。
　以上のことから、保健事業に参加する自立度の高い
高齢者においても加齢や歩行速度の低下、日常生活機
能の低下が認知機能と関連しており、特に年齢が７５歳
以上、男性、知的能動性が低い者において、認知機能
低下のリスクが高い可能性が示唆された。
　これらのことから、保健事業従事者はこれらの要因
を加味して地域在住高齢者の状態を多角的にアセスメ
ントし、認知症予防のための早期支援につなげていく
必要性があるといえる。
D　本研究の限界

　本研究の対象は保健事業に自主的に参加できる自立
度や健康意識の高い高齢者であり、また一定地域に居
住する者に偏っていた。保健事業に参加しない高齢者
にこそ支援の必要な者が多く存在することが考えられ
るため、今後本研究課題を一般化していくためには対
象者をより広範囲からランダムに選定することや、保
健事業に参加しない高齢者についての検討を行ってい
く必要がある。
E　まとめ

　市町村の保健事業の参加者の認知機能と日常生活機
能との関連について検討を行った。その結果、比較的
自立度の高い高齢者においても認知機能の低下が
２５．５％にみられ、とくに後期高齢者者や男性、日常生
活機能の中で知的能動性が低い者、において認知機能
低下のリスクが高いことが示唆された。
　これらのことから、保健事業に自ら参加しADLの
低下がまだ見られないような高齢者であっても認知機
能の低下が始まっていることが考えられる。保健事業
を実施する自治体ではこれらの高齢者に対し、
RDST-Jや老健式活動能力指標などを用いて状態を確
認し、早期から認知症予防を意識した支援を行う必要
性があると思われる。
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